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１ 計画の背景と目的 

 これまで社会福祉の分野では、高齢、障がい、こども・子育て、生活困窮、生活保護な
ど、対象者の属性や課題に応じた制度が整備され、それぞれの分野において専門的な支援が
提供されてきました。 

 一方、少子高齢化、人口減少、世帯構造の変化、地域におけるつながりの希薄化などを背
景として、個人や世帯が抱える課題は複雑化・複合化しています。 

 具体的には、80 代の親とひきこもり状態にある 50 代の子が同居する、いわゆる「8050 問
題」、長期にわたるひきこもり、高齢者や単身世帯の社会的孤立、障がいが窺われるものの
必要な制度や支援につながっていない人、身寄りのない高齢者等、既存の分野別の支援体制
だけでは対応が困難な事例が顕在化しています。 

 また、本人が課題を認識していない場合や、相談することに不安や抵抗を感じている場
合、複数の課題が重なり相談先が分からない場合など、本人からの相談を待つだけでは必要
な支援を届けることが難しい状況もあります。 

 このような中、国においては、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括
的な支援体制を構築するため、社会福祉法の改正により「重層的支援体制整備事業」が創設
されました。 

 重層的支援体制整備事業は、既存の相談支援や地域づくりの取組を活用しながら、次の 3
つの支援を一体的に実施するものです。 

 １．属性を問わない相談支援 

 ２．参加支援 

 ３．地域づくりに向けた支援 

 かほく市では、市全体の支援関係機関が相談者の属性や相談内容にかかわらず相談を受け
止め、関係機関が連携して支援する体制を整備するとともに、支援が届いていない人へのア
ウトリーチや社会とのつながりを回復するための参加支援を推進します。 

 本計画は、重層的支援体制整備事業について、基本的な考え方、実施体制、事業内容及び
評価方法等を定め、複雑化・複合化した課題を抱える人や世帯に対して、支援関係機関がつ
ながり続ける包括的な支援体制を構築することを目的として策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概念の関係性 
地域共生社会の実現 
（社会福祉法第 4条第 1 項） 

地域福祉の推進 
（社会福祉法第 4条第 2 項） 

地域生活課題の把握、連携に
よる解決に向けた取り組み 

（社会福祉法第 4条第 3 項） 

包括的な支援体制の整備 
（社会福祉法第 106 条の 3） 

重層的支援体制整備事業 
（社会福祉法第 106 条の 4） 

理念（上位概念） 

「地域福祉の推進は、地域住民が相互

に人格と個性を尊重し合いながら、参
加し、共生する地域社会の実現を目指
して行われなければならない。」と規定 

全ての市町村の努力義務 

地域で支え合う関係性の構築や支援関
係機関同士が有機的な連携を行うこと
ができる環境整備等 

包括的な支援体制を整備
するための手段の一つ 

（市町村の任意事業） 
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２ 重層的支援体制整備事業で目指すもの 

 かほく市が行う重層的支援体制整備事業は、新たな窓口等をつくるものではなく、市全体
の支援関係機関が既存の取組を強化・活用して、包括的な支援体制を構築するものです。 

 市民が抱える地域福祉課題は、年代、性別、家族構成、経済状況、障害や介護など支援の
必要度合いに加え、身近な支援者の存在の有無、身近な相談先の有無などの状況により多種
多様です。 

 また、地域の支え合い機能の低下やボランティアなどの担い手不足は、孤立を生み、地域
の力を弱めます。 

 このため、重層的支援体制整備事業により、「相談支援」「参加支援」「地域づくりに向け
た支援」を一体的に行うことで、相談者の悩みを受け止め、掘り起こし、支援につなげる体
制を構築します。 

 

 

３ 計画の位置付け 

法的な位置付け 

 本計画は、社会福祉法第 106 条の 5の規定に基づく「重層的支援体制整備事業実施計画」
として策定します。 

上位計画等との関係 

 本計画は、「第 3次かほく市総合計画」を上位計画とし、「第 3次かほく市地域福祉計画」
における地域福祉の基本理念及び施策を踏まえ、重層的支援体制整備事業の具体的な実施体
制等を定めるものです。 

 また、次に掲げる各分野の関連計画との調和及び整合を図ります。 

 「かほく市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」 

 「かほく市障がい者計画」 

 「かほく市障がい福祉計画・障がい児福祉計画」 

 「かほく市こども計画」 

 「かほく市自殺対策計画」 

 「かほく市健康プラン 21」   その他関連する行政計画 

 令和 12年度以降は、本計画の内容を第 4次かほく市地域福祉計画に包含し、地域福祉計
画と重層的支援体制整備事業実施計画を一体的に策定することを予定します。 

計画期間 

 本計画の期間は、令和 8年度から令和 11 年度までの 4年間とします。 

 ただし、社会福祉制度の改正、関連計画の改定、事業の実施状況、地域の支援ニーズの変
化等を踏まえ、必要に応じて計画内容を見直します。 

計画の所管 

 本計画の所管課は、かほく市健康福祉課とします。 

 健康福祉課は、本事業の総合的な調整を担い、関係課、関係機関及び地域の関係者と連携
して事業を推進します。 
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４ 事業の内容と実施体制 

重層的支援体制整備事業の概要 

 重層的支援体制整備事業は、市全体の支援機関・地域の関係者が断らず受け止め、つなが
り続ける支援体制を構築することをコンセプトに、既存の相談支援や地域づくり支援の取組
を活かし、子ども・障がい・高齢・生活困窮といった分野別の支援体制では対応しきれない
ような複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、「属性
を問わない相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」の 3つの支援を一体的に実
施するものです。 

 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するための 

『３つの支援』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 相談支援 
属性を問わない 

Ⅱ 参加支援 

Ⅲ 地域づくり 
に向けた支援 

・属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める 

・支援機関のネットワークで対応する など 

・社会とのつながりをつくるための支援を行う 

・本人への定着支援と受入先の支援を行う など 

・交流できる場や居場所を整備する 

・地域における活動の活性化を図る など 
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相談者

包括的相談支援事業
（各相談窓口）

既存

関係各課

関係各課

長 （高齢者支援セン ー）
こ家（こども家 セン ー）
健福（障害者基 相談支援セン ー）
健福（くらし  支援セン ー）

多機関  事業
（健福社会福祉係）新規

包

包

多

多多

地 担 （３ ）

包

包

包

アウトリーチ等を じた
 続的支援事業
（健福社会福祉係）

新規

重層的支援会議

ア

アア

地 担 （３ ）

参加支援事業
（健福社会福祉係）

新規

地域づくり支援事業
（各課 健福社会福祉係）

既存

参 地域への
参加を
支援

関係各課
地

個別相談から地域課題の見え
る化を図り、社会  の整理
や  について 議する

 相談

 
連
携

 調整連 

 調整

 
連
携

 連携

 連携

 
連
携

 
支
援

 
支
援

 支援

 属性や世代に関わらず
相談を受け止める

 既存のネットワーク等
による関係機関の連携

 包括的相談支援事
業だけでは解決でき
ない複合化課題等は
社会福祉係につな 

 社会福祉係が 内、 
 の関係機関を調整
 各相談窓口をコア ン
 ーとした重層的支援会
議の  

 問等により  関係が
構築できる関わりを実施

アウトリーチ支援の対象者は、各課の相談 が、
関係機関と連携しながら支援に取り組 でも、
なお支援につながらない困難事例を 定。
一方で、課題が  な事例に対しても、  的
な介入が  的であると考える。

             

重層的支援体制整備事業
支援会議

 同意が られていな
い になる事例の  
共有や支援方 の検討

事業  事業内容 
Ⅰ 相談支援  
 

包括的相談支援事業 

 相談者の属性や世代、相談内容に関わらず、包括的に
相談を受け止め、寄り添い、抱えている課題の解きほ 
しや整理を行います。 
 相談を受けた場合は、他の機関と連携して対応するほ
か、他の支援機関へのつなぎなども行い、断らない相談
支援を行います。 

 

多機関  事業 

 重層的支援体制整備事業に携わる関係者の連携がより
スムーズになるように、相談支援機関をサポートする事
業です。相談者に対する直接的な支援ではなく、相談を
受ける相談支援機関を支援する役割を持ち、重層的支援
体制整備事業の中心となります。 

 

アウトリーチ等を 
じた 続的支援事業 

 分野にまたがるような複雑化・複合化した課題を抱え
つつも、支援が届いていない方や、支援につながること
に拒否的な人に対して支援を届けます。 
 本人とのつながりを作り、その関係性を続けていくこ
とを目的とします。 

Ⅱ 参加支援 

 本人の希望やニーズに合わせて、社会とのつながりづ
くりを支援します。 
 すでに地域で実施されている参加の場へのマッチング
を行います。また、社会参加の場が見つかったら、本人
の状態や活動の状況を見守り、本人が活動を続けられる
よう支援を行います。 

Ⅲ 地域づくりに向けた支援 

 地域の課題を分析し、人と人、人と地域がつながり支
え合うような取組が生まれやすい環境を整え、地域の中
で、属性や世代を問わない居場所づくりに取り組 だ
り、地域で行われている事業や活動を把握し、必要とす
る人や地域とつなげるなどのコーディネートを行いま
す。 

 

 

かほく市重層的支援体制整備事業の全体像 
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包括的相談支援事業における各分野の相談支援事業の実施体制 

 高齢、障がい、子ども・子育て、生活困窮の各相談支援機関は、相談者の属性、世代及び
相談内容に関わらず、まず相談を受け止めます。 

受け止めた相談が自らの分野のみで対応できない場合でも、相談者を断ることなく、適切
な支援機関へのつなぎや関係機関との連携を行います。 

相談を別の支援機関につな 場合は、単に窓口を紹介するだけではなく、必要に応じて相
談内容を引き  など、相談者が確実に支援につながるよう配慮します。 

（社会福祉法第 106 条の 4第 2項） 

 

重点取組 

●各相談窓口における相談の受け止めと、適切な支援機関への引 ぎ方法を整理します。 

●複雑化・複合化した課題を把握した場合の多機関  事業へのつなぎ方を関係機関に周知
します。 

●分野を越えた相談支援の実践に必要な研修又は意見交換を実施します。 

 

【地域包括支援セン ーの運営（第 1号のイ）】 

事業 称 地域包括支援セン ー運営事業 
支援対象者 高齢者等及びその家族等 
箇所数 市内 1箇所（別にブランチ 1箇所） 

事業内容 
総合相談支援、権利擁護、包括的・ 続的ケアマネジ ン
ト、介護予防支援 

実施方式／支援機関  直営 かほく市高齢者支援セン ー（長 介護課） 
 

【障害者相談支援事業（第 1号のロ）】 

事業 称 基 相談支援セン ー機能強化事業 
支援対象者 障害者児及びその家族等 
箇所数 市内 1箇所 

事業内容 
福祉サービスの利用援助（  提供、相談等）、社会  
を活用するための支援、権利擁護のために必要な援助、専
門機関の紹介 

実施方式／支援機関  
委託：社会福祉法人 かほく市障害者基 相談支援 

セン ー（健康福祉課） 
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【利用者支援事業（第 1号のハ）】 

事業 称 利用者支援事業（こども家 セン ー型） 
支援対象者 子ども及びその保護者等 
箇所数 市内 1箇所 

事業内容 
妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な
支援、子どもと家 に対して虐待への予防的な対応から
個々の家 に応じた支援 

実施方式／支援機関  直営 こども家 セン ー（こども家 課） 
 

事業 称 利用者支援事業（基本型） 
支援対象者 子ども及びその保護者等 
箇所数 市内 1箇所 

事業内容 

妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な
支援、子どもと家 に対して虐待への予防的な対応から
個々の家 に応じた支援、地域子育て支援拠点及びこども
家 セン ーとの連携 力 

実施方式／支援機関  直営 こども家 セン ー（こども家 課） 
 

事業 称 利用者支援事業（妊婦等包括相談支援事業型） 
支援対象者 子育て家 や妊婦 
箇所数 市内 1箇所 
事業内容 母子保健・子育てに関する相談、サービス等の  提供 
実施方式／支援機関  直営 こども家 セン ー（こども家 課） 

 

【生活困窮者自立相談支援事業（第 1号のニ）】 

事業 称 生活困窮者自立相談支援事業 

支援対象者 
生活困窮者（生活に困窮している、又は生活困窮に陥る恐
れのある人） 

箇所数 市内 1箇所 

事業内容 
困窮者が抱える多様な問題への包括的かつ計画的な相談支
援、自立の促進 

実施方式／支援機関  委託 かほく市社会福祉 議会 
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多機関  事業の実施体制 

 複雑化・複合化した課題を抱え、単独の支援機関だけでは対応が困難な人及び世帯につい
て、支援関係機関の役割分担、支援方 及び支援の優先順位を整理し、支援全体の調整を行
います。 

多機関  事業は、相談者に対する直接的な支援のみを行うものではなく、支援関係機関
の連携を支え、事例全体を調整する役割を担います。 

（社会福祉法第 106 条の 4第 2項第 5号・第 6号） 

 

重点取組 

●多機関  事業の対象事例の考え方、受付手順及び支援調整の流れを整理します。 

●支援プランの様式及び評価方法を整備します。 

●支援会議等を じて関係機関の役割分担と支援方 を整理します。 

 

【多機関  事業、支援プラン作成】 

事業 称 多機関  事業 

支援対象者 
複雑化・複合化した課題や制度の狭間にある人とその世帯
等 

箇所数 ― 

事業内容 

・重層的支援体制整備事業支援会議の   
・重層的支援会議の   
・地 担  の配置を じた会議の運営実施 
 ①支援機関の必要な  共有や事例検討等 
 ②支援機関間の役割分担と支援の方向性の整理・調整、 
  支援プランの作成、プランに基づく支援の実施等 

実施方式／支援機関  直営 かほく市健康福祉課 
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アウトリーチ等を じた 続的支援事業の実施体制 

 複雑化・複合化した課題を抱えながらも必要な支援が届いていない人や、支援の必要性が
高いものの相談窓口につながっていない人に対し、 問等を じて 続的に きかけ、本人
との  関係を構築します。 

早期のサービス利用や課題解決のみを目標とするのではなく、本人の状況や意向に寄り添
い、つながり続けることを重視します。 

（社会福祉法第 106 条の 4第 2項第 4号） 

 

重点取組 

●アウトリーチ支援の対象者の考え方及び支援 始までの手順を整理します。 

●関係機関や地域関係者から支援ニーズを把握できる連携体制を構築します。 

●本人の状況や意向に応じ、 問等による 続的な関係づくりを行います。 

 

【アウトリーチ等を じた 続的支援事業】 

事業 称 アウトリーチ等を じた 続的支援事業 
支援対象者 潜在的な支援ニーズを抱える人・世帯 
箇所数 ― 

事業内容 

支援関係機関や地域との連携を じた  収集と対象者の
把握、 問等のアウトリーチによる関係構築に向けた 続
的な きかけ、本人・世帯に寄り添った伴走型支援、支援
関係機関へのつなぎ 

実施方式／支援機関  直営 かほく市健康福祉課 
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参加支援事業の実施体制 

 社会とのつながりが薄く、各分野で行われている既存の社会参加支援では対応が難しい人
及び世帯に対して、本人の希望やニーズに応じた社会とのつながりづくりを支援します。 

就労のみを目標とするのではなく、居場所、交流、地域活動、ボランティア活動等、多様
な参加のかたちを検討します。 

（社会福祉法第 106 条の 4第 2項第 2号） 

 

重点取組 

●居場所、交流、就労的活動、ボランティア活動等の地域  を把握し、一覧化します。 

●既存の地域  では対応できないニーズを把握します。 

 

【参加支援事業】 

事業 称 参加支援事業 
支援対象者 社会とのつながりが薄く狭間のニーズを抱える人・世帯 
箇所数 ― 

事業内容 

本人やその世帯のニーズや抱える課題等を把握し、地域の
社会  や支援 ニューとのコーディネートやマッチング 
既存の社会  への きかけや充実を図り、支援ニーズに
合った支援 ニューづくり 

実施方式／支援機関  直営 かほく市健康福祉課 
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地域づくりに向けた支援事業の実施体制 

 高齢・障害・子ども・生活困窮等の各分野の地域づくりに向けた支援の取組を一体的に実
施することにより、世代や属性を超えて住民同士が交流できる場づくりや、人と人、人と地
域がつながり支え合う取組が生まれやすい環境づくりを推進します。これらの支援により、
居場所・交流・参加・学びの機会を生み出し、社会参加を促すことで孤立を防 とともに、
住民主体の多様な地域活動が生まれ、地域活動の活性化につながるよう取り組みます。 

（社会福祉法第 106 条の 4第 2項） 

 

重点取組 

●各分野で把握している居場所、交流の場、地域活動等の  を集約します。 

●個別支援から把握した地域課題を関係機関で共有し、対応の必要性を検討します。 

●住民主体の地域づくりに必要な支援内容、担い手及び行政と関係機関の役割を整理し、地
域の実 に応じた  的かつ持続可能な実施体制について調査・検討します。 

 

【地域介護予防活動支援事業（第 3号のイ）】 

事業 称 地域介護予防活動支援事業 
支援対象者 65 歳以上の者を含む地域団体 
箇所数 ― 

事業内容 
地域において介護予防に する  的な事業を行う住民主
体の活動支援や活動の担い手育成 

実施方式／支援機関  直営 かほく市長 介護課 
 

【生活支援体制整備事業（第 3号のロ）】 

事業 称 生活支援体制整備事業 
支援対象者 65 歳以上の者を含む地域住民や団体 
箇所数 ― 
事業内容 地域の高齢者を対象に、 いの場や集いの場づくりを実施 
実施方式／支援機関  委託 かほく市社会福祉 議会 

 

【地域活動支援セン ー事業（第 3号のハ）】 

事業 称 地域活動支援セン ー機能強化事業 
支援対象者 障害者等及びその家族等 
箇所数 市内 1箇所 

事業内容 
生産・創作活動、就労的活動等のレクリエーションを し
て、障がい者の居場所づくりや仲間づくり、社会との交流
の促進を支援 

実施方式／支援機関  委託 社会福祉法人 白千鳥会 
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【地域子育て支援拠点事業（第 3号のニ）】 

事業 称 地域子育て支援拠点事業 
支援対象者 乳幼児をもつ子育て中の親とその子ども 
箇所数 市内 4箇所（直営 3箇所、民間 1箇所） 

事業内容 
未就学児やその保護者の交流による仲間づくりの支援（子
育て支援セン ー）地域  の発掘と交流促進 

実施方式／支援機関  
直営 
民間 

かほく市こども家 セン ー 
学校法人 星 学園 

 

【生活困窮者支援等のための地域づくり事業（第 3号）】 

事業 称 生活困窮者支援等のための地域づくり事業 
支援対象者 地域において多様なニーズを抱える人・世帯等 
箇所数 ― 

事業内容 
多様なニーズに対応した地域づくりに向けた活動・地域住
民のニーズ・生活課題の把握 

実施方式／支援機関  直営 かほく市健康福祉課 
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５ 必要となる支援の検討等を行う会議体 

 円滑な事業実施のための  交換や、地域住民が日常生活や社会生活を営むために必要と
なる支援体制に関する検討等を行う会議体として「重層的支援体制整備事業支援会議」と
「重層的支援会議」を設置します。 

 重層的支援体制整備事業支援会議は、本人同意が られないために、支援関係機関同士の
  共有や役割分担が進まない事例や、予防的・早期の支援が必要にも関わらず支援が進ま
ないケースに対応するため、出席者に守秘義務を設けて  する会議です。 

 重層的支援会議は、支援関係機関との  共有について本人同意を た事例について、支
援を円滑に行うために  するもので、重層的支援体制整備事業の中で規定される会議で
す。 

会議 称 会議主 者 所掌事務 その他 

重層的 

支援体制整 

備事業 

支援会議 

市 
（健康福祉課） 

(1)複雑化、複合化した課題を抱える人に対

する支援を図るために必要な  の交換 

(2)複雑化、複合化した課題を抱える人が地

域において日常生活及び社会生活を営むた

めに必要な支援体制に関する検討 

(3)その他必要と認められる事項 

本人の同意を ずとも、

守秘義務を課して、  

可能（社会福祉法第106条

の 6） 

※生活困窮者自立支援会

議と一体的に   

重層的 
支援会議 

市 
（健康福祉課） 

(1)プランの適切性の 議 

(2)プラン終結時の評価 

(3)社会  の充足状況の把握と 発にむけ

た検討 

(4)その他、市長が必要と認める事項 

本人の同意を て   

重層的支援会議の構成 

は、正 な理由がなく重

層的支援会議に関して知

り た秘密を漏らしては

ならない。（社会福祉法第

106 条の 4 による守秘義

務あり） 
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６ 計画期間における取組工程 

 本計画の期間である令和 8年度から令和 11 年度までを、体制整備、実践・改善、充実、
総括・次期計画への反映の段階に分け、計画的に事業を推進します。 

 各年度の実施状況については、評価指標及び支援事例の振り返りにより確認し、必要に応
じて実施方法を見直します。 

 

【年度別工程表】 

取組項目 令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

 内・関係機関
への事業周知 

制度、相談のつ
なぎ方、会議の
活用方法を周知 

新任者等への周
知、課題を踏ま
えた 周知 

 続 
次期計画に向け
て総括 

共 様式・ 
記録方法 

相談受付票、 
 共有、支援プ
ラン、評価様式
等を整備 

実務上の課題を
踏まえて改訂 

デー を集計・
分析 

記録・評価方法
を総括 

支援会議等の 
運営 

事業支援会議を
年 6 回  し、
重層的支援会議
を必要に応じて
   

事例蓄 を基に
運営方法を改善 

地域課題の検討
を充実 

会議の成 を総
括 

多機関   
個別事例を じ
て役割分担と支
援調整を実践 

支援プランの作
成・評価を定着 

蓄 事例の分析 
成 と課題を次
期計画へ反映 

アウトリーチ 

対象者の選定基
準と支援手順を
整理し、支援を
実施 

支援事例を検証
して手法を改善 

関係機関・地域
との把握網を充
実 

成 と課題を総
括 

参加支援 

地域の居場所、
活動、就労、ボラ
ンティア等を把
握 

  を更新し、
関係機関で共有 

不足する参加機
会への きかけ
を実施 

地域  の充足
状況を評価 

地域課題への 
対応 

個別事例から地
域課題を抽出す
る方法を整理 

抽出した課題を
関係機関で検討 

既存活動との連
携や新たな対応
を実施 

取組成 を評価 

評価・見直し 実績値を把握 
数値目標を設
定・見直し 

中間評価 
最終評価・次期
計画策定 
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７ 事業の評価指標及び目標 

 本計画に基づく取組の進捗状況及び成 を把握するため、重層的支援体制整備事業を構成
する各事業について、次のとおり評価指標を設定します。 

 令和 8年度は事業 始年度であることから、実績の把握を中心とし、その結 を基準値と
して、令和 9年度以降の目標値を設定します。 

 なお、件数の多寡のみでは事業の成 を十分に把握できないため、支援事例の振り返り、
支援関係機関の連携状況、本人の変化等についても確認し、定量的・定性的な評価を行いま
す。 

事業  指標 令和 8年度目標・取組 

包括的相談支援事業 
他分野もしくは他機関へ 
連携した相談割合 

基準値把握 

包括的相談支援事業 
他機関もしくは近隣住民等 
からつながった相談割合 

基準値把握 

多機関  事業 新規受付件数 基準値把握 

多機関  事業 支援プラン作成件数 基準値把握 

多機関  事業 
重層的支援体制整備事業支援
会議の  回数 

6 回 

多機関  事業 重層的支援会議の  回数 基準値把握 

アウトリーチ等事業 対象者・世帯数 基準値把握 

参加支援事業 対象者数 基準値把握 

地域づくりに向けた支援事業 
分野横断の地域づくりに関す
る連 ・ 議の実施回数 

年 1回以上 

 

計画の進捗管理及び評価 

 本計画の進捗管理は、健康福祉課が中心となり、関係課等と連携して行います。 

 毎年度、各事業の実施状況及び評価指標の実績を取りまとめるとともに、支援事例の振り
返り、関係機関の連携状況、地域  の充足状況等について定性的な評価を行います。 

 評価結 は、重層的支援体制整備事業に関係する 内会議又は関係機関との意見交換の場
で共有し、翌年度の事業実施に反映します。 

 また、令和 8年度に把握した実績を基準値として、令和 9年度以降の数値目標を設定しま
す。計画期間の中間年度には取組状況を検証し、必要に応じて指標、実施方法及び工程を見
直します。令和 11 年度には計画全体を評価し、その結 を第 4次かほく市地域福祉計画に
反映します。 


